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1．序 論

内 凪

　本論文は，明治・大正期における近代的技徳者

の生成と増大，およびその官庁民間別。産業別雇

用の分布についての，原資料1）に基づく統計結果

の報告を主とし，あわせて工業化における技術者

の貢献と技衛者数の国際比較について若干の検討

をおこなったものである．個々の年次あるいは技

術者の一部についてのデータはこれまで他に発表

してきたが2＞本論文では1880年（明浩13年）から

192◎年（大正9年）までの10年ごとの時系列デー

タを整理し，その趨勢について総括的な考察をお

こなう．

　技衛者（技師，麓ag娠㈱r）を，技衛進歩のために

必要な人的要素として独立に考察することは，近

年欧米においても進められている．その多くは教

育制度・professiOn筏1izati◎nの進行または，技術

者の出身に関する社会学的研究であるが，多少と

　1）　　1880，90年に二つ、擁て‘ま官貴録［1］およびコ〔二学会

機関誌［2］の龍事により，1900～20年については掌士

会名簿［3コ各高等工業学校一覧［4］の卒業生欄，皐稲

鐵大学卒業生名簿〔5］を基にし，その他の資料［6］［7］，

［8］を参照した．

　2）　文献［的側［14コ．

星　　美

も技徳者の増加について数量的に取扱ったものも

現れ，ている3）．

　欧米においては，産業藁命以前の職人層の中か

ら技徳者層が戯現し，のちに工学教育機関が出来

て漸次代替してゆくという連続的な過程がみられ

る．これに対して腿本の工業化の過程では，江戸

時代の技術体系とは異質の西欧技徳を導入したた

めに，近代的技術者が薪しい職業としてはじめか

ら現れるという断絶が見られる．明治初年には短

期的に口入技師が雇われるが，国内の工学教育機

関が同時に設立されて，その卒業者が中核になっ

て欧米の技術を移転し，国内の技術進歩を実現し

ていった．このために学校卒業者名簿によって近

代技術者の総教および分布を正確に把握すること

が比較的容易なのである4＞．本論文で取扱う数掌

はすべて各年麗において就業中の技術者のストッ

ク量であって，単年度の卒業生というフローの量

ではない．

　3）　英国についてはブキャナン〔15ユ，フランスにつ

いてはワイス［16コ，・ドィッについではシ蔚ル［17］，米

図についではズースマン［18］等．

　4）　ただし2，にのべる少数の初期技衛者が存在し
た．

．．一＿＿」
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72　　　　一　　　　一　　　　一

183　　　　　474　　　　1◎75　　　　1795

45　　　　263　　　116◎　　　1999

30Q　　　737　　2235　　3794

17　　　　54　　　　34　　　　－

131　　　385　　　846　　3230

34　　　　389　　　　1963　　　7ユ38

182　　　　　8¢8　　　　2843　　　10368

89　　　54　　　34　　　－

314　　　　859　　　1921　　　5025

79　　　　652　　　3工23　　　9i37

482　　　　1565　　　　5078　　　14162

2．技術者の3分類と総数の推移

　嚢1に1880年から1920年に至る間の技術者総

数の推移と，官庁・民間別の雇用数を示した．集

計の対象とした技術者は，初期・大学卒・高工卒

に3分されている．これについてまず説明しよう．

1876年工部大学校が設立され，同時に東窟大学理

学部の中にも少数の工学関係学科が設けられた．

この両者が1886年に合同して蝋梅帝国大学工科

麹酸となり，のちに京都・東北・九州の聖帝國大

学が設立された際にもそれぞれ工学部が出来る．

これらの学校の卒業者を大学卒として一括して集

計したが，糧し建築学科は除いてある5）．1881年

より下級の技痴者を養成するために菓京職工学校

が設立されるが，1900年の教育制度整備にと巻な

って東察高等工業学校となり，大阪・名古屋・熊

本・仙台。米沢・桐生・秋田（鉱専〉。京都（工芸）

が増設された．私立の明治専門および早稲濁大学

理工旧卒業者を加え，高工卒として集計した6）．

大姦。高工卒業者の出る以前に技術者となったも

のを初期技備者として一括したのであって，この

中には洋学者から転向したもの，長崎・横須賀・

大阪（鉄道）等の高揚に設けられた養成機関で外回

技師に教えられ，たもの，幕末から明治10年代ま

　5）　但し建築学科卒業者および理学部・農学部・医

　単山薬学科卒業者でも，官庁の産業関係部局および民

　間企業に就業しているものは集計に加えた．

　6）早稲国大幽幽工科は1920年当時は年限が短く，
就職先では高工卒と同櫛目に待遇されていた．文献
［19］．

でに欧米に留学したものを含む7）．

　技術者総数：は1880年にはわずか86名であった．

いかに明治初期において西洋技術を理解し応用し

得るものが稀少な入的資源であったかが分かる．

そしてその約70％は初期技術者が占めていて，

工学教育制度の緒についたばかりの当蒔におびて

は留学や嘉島養成機関の技術移転に対する賃献が

大きかった．しかし1890年代には大学卒業者は

累積しはじめ高工卒業者も登場し，技尋者総数は

以後10年ごとに約3倍になる指数関数的な増加

を示し，1％0年には1万40◎0人に達している．

この時には，初期技術者はすでに引退し，学卒者

が全体を膚めている．190◎年までは大学卒の数：が

高工卒より竜多かったが，高工卒の増加率は大学

卒のそれを上廻窮1920年には高勤口業者が大学

卒のほぼ2倍になった．

　大挙制度は臼本が欧米から輸入したものであっ

たが，溢血のアカデミズムの伝統が永ら．く大学の

中に工学部門を加えることを妨げたのに対して，

そのような因習のない日本でははじめから大挙に

工学部を設けていたのは工業化にとって有利な革

i新であった．そして数量的には，鼠講の高等工業

止血制度がより大きな役割を果たしていたことが

見出される．

　技隠者の官庁。春立別の雇用状況の推移をみる

と，1880年においては出差化した部門は国営事業

のみであったので技術者の全部が宮吏であったと

見なされるが，1◎年ごとに疑闘に雇用される技徳

者の比率が増大し，1920年には73％対27％の割

合で民間が宮庁を上廻った．これ鉱昆間における

近代産業の発展を反映するものであるが，官庁技

盛者も絶対数では増加をつづけていることに留意

しなければならない．そして官庁技術者には相対

的に大学卒が多いのは，初期の大学が官吏の養成

を主たる圏的としたこと，次節にのべるように工

業化の最初に着手された鉄道・河川港湾整備等の

国営事業に雇用される土木君徳者は薦工卒よりも

大学卒の供給が多かったζとなどが理由としてあ

げられる．それに比して昆間産業はより多く高エ

　7）初期留学者の個々の氏名については文献［12］
参照．
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表2　官庁別・技術者総数の推移

1880　　　　1890　　　　1900　　　　1910　　　　1920
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内務省

地方庁

植民地

大蔵省

学校

陸軍

海軍

農商務省

譲省｝

詔他

8
3
「
6
「
6
1
4

＊49

86

39　　　　　64　　　　　61　　　　206

33　　　　　89　　　　295　　　　624

－　　　　　23　　　　160　　　　179

18　　　　　43　　　　169　　　　208

53　　　　169　　　　349　　　　594

14　99816354　　　　　90　　　　248　　　　418

31　　　　　83　　　　198　　　　400

13　　　　　57　　　　120　　　　222

39　　　　105　　　　514　　　　751

6　　　　5　　　　23　　　　29

300　　　　737　　　2235　　　3794

＊工部省

表3民間産業別・技術者総数の推移
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卒業者に依存していた．これは恐らく当初におい

ては稀少資源である大学卒技術者を民間企業では

あまり雇用することが出来ず，遅れて現れた高工

卒技術者をもって充当したことを示すのであろう．

しかしながら大学卒技術者の増大は官庁の需要を

上廻り，1920年においては民間に在籍する大学卒

技術者は官庁に在籍する数を超えていて，大学卒

技術者もまた民間部門に浸透していったことを示

している．

て，官庁別・民間産業別の分布の推移を示したも

のである．

　官庁技術者についてみると，1880年には鉱山・

造船・鉄道・通信等の国営事業を経営していた工

部省に過半の技術者が集っていた．工部省解体・

官業払下げ後のi890～1900年には，次代の技術

者の養成にあたる学校および陸海軍工廠が技術者

の雇用先としては上位にいたが，1910～20年には，

国有後の鉄道と，地方庁が1・2位を占めている．

しかし総じて各官庁への分布が均等化してゆく傾

向がみられるのである．

　民間産業について1890年以後の趨勢をみると，

一貫して鉱山が最も多数の技術者を雇用した産業

部門であるが，1910年以後繊維および造船がこれ

に次ぐ．しかしながら上位3部門への技術者集中

度は，1880年の55％から10年ごとに49％・37

％・35％と低下しており，1920年には電力・電

機・機械・金属・化学工業など第1次大戦中に発

展した重化学工業部門の技術者数が顕著に増加し

ている．なお「その他」に分類されているのはほ

とんど名簿に「自営」と記載されているもので，

その中には特許事務所・設計事務所などの独立技

術者のほかに，大半は各種工揚や鉱山を経営して

いるものと思われるが，産業別が明らかでないの

で「その他」に一括した．

　図1は，就業先の官庁・民間産業をその社会的

ユoo

3．産業別の技術者分布

表2，3は，前表の技術者総数をさらに細分化し
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図1　社会的機能別の技術者雇用　　（100分率）
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’　表4　専門別・技術者数

VQ1．39　No．4

　　機械

大卒高卒

　　　官庁　　35　20

1890年　民間　　29　20

　　　合計　　64　40

計

55

49

104

　　化学　　　　　　電気　　　　　鉱山冶金　　　　　土木　　　　　　合計

大卒高卒　計　　大卒高卒　計　　大卒高卒　計　　大卒高卒　計　　大卒高卒　計

37　　　25　　　62　　　　13

10　　14　　24　　　14

47　　39　　86　　　　27

　　13
－　　14

　　27

27　　－　　27　　71

38　　　　　38　　　40

65　　　　　　　65　　‘111

71　　　183　　　45　　　228

40　　』131　　34　　　165

111　　　314　　　79　　　393
1 1 1

1920年

官庁

ｯ間
㈹v

497

P043

P540

693

R337

S030

1190

S380

T570

228

T35

V63

386

P678

Q064

614

Q213

Q827

261

U62

X23

283

X92

P275

544

P654

Q198

146

U06

V52

105

V80

W85

251

P386

P637

663

R84

P047

532

R51

W83

1195

V35

P930

1795

R230

T025

1999

V138

X137

3794

P0368

P4162

機能別に組みかえ，各年度の技術者分布をパーセ

ンテージで示したものである8）．軍の比率は大き

いものではなかったし，漸減している．これに対

して鉄道・通信，建設等のインフラストラクチュ

ア部門の比率は当初最大であって，1910年以降鉱

工業部門と位置を交代する．行政では検査・試

験・指導・監督・特許等の部署に技術者が配置さ

れており，教育と合わせてソフトのインフラスト

ラクチュアを形成していた．

　このようにソフト・ハードの産業基盤整備にま

ず技術者が投入されていたことが，次の民間鉱工

業の発展を準備したと考えることができ，経済の

長期的な成長のために合理的な技術者の配分がな

されていたといえるのではないだろうか．

4．専門別の技術者と在来産業との関係

　表4は大学卒・高工卒の技術者を専門学科別に

1890・1920両年度にっいて集計したものである9）．

1890年には土木技術者が最も多く，機械・化学が

これに次いでいる．しかし1920年には機械技術

者が全体の約40％を占めて第1位，次いで化学・

電気の順になり，土木は第4位となっている．こ

れは前節で述べた，インフラストラクチュアから

　8）　行政には他方庁・植民地・大蔵省・製鉄所を除

く農商務省とその他官庁．インフラストラクチュアに

は，内務省・逓信・国鉄・私鉄・海運・建設を加えて

ある．鉱工業には製鉄所を含む．

　9）　初期技術者には専門の特定されないもの，不明

なものが多いので除外した．したがって初期技術者の

多い1880年度はとらなかつた．

　専門別の「機戒」には造船・造兵・紡織学科を，

「化学」には染色・窯業・電気化学・醸造学科および

薬学科・農学部出身者を含む．「鉱山冶金」には理学

部地質学科を含めだ

鉱工業への重点の移行を，専攻学科の点からも反

映しているとみることができるが，工業化の段階

にあわせて大学・高校の学科増設・定員の増加が

おこなわれた結果ともいえよう．機械技術者が増

加したのは，造船・紡績という2大民間産業部

門の基幹技術者であるばかりでなく，鉄道・鉱

山・金属・その他あらゆる産業分野において需要

があったからである．電気技術者についても同様

に，通信，電力という2大雇用先のほか，産業が

電化される揚合には必ず電気技術者の雇用を必要

としたのである．化学技術者については民間化学

工業のおくれた発達のために需給のミスマッチが

あったと考えることもでき，1910年までは高工化

学系学科卒の技術者が教員・税関検査員・特許審

査官・府県の産業指導所等の非現業業務につくも

のが少なくなかった．専門別に1920年の大学・

高工卒の構成をみると，土木・鉱山冶金・電気で

は大学卒と高工卒の数にそれほどの開きはないの

に対し，機械と化学では大学卒の2倍以上の高工

卒技術者がいた．これは当初の高工の学科編成が，

大学との重複をさけ，染色・紡織・舶用機関・窯

業・醸造など，より応用に直結する学科を主体と

していた結果でもある．

　この事実は，明治期の在来産業の技術進歩に対

して高工卒技術者が貢献したことを暗示する．大

学卒の技術者は西欧技術を直輸入して新設された

近代産業部門にもっぱら雇用されたのである競

明治年間においては在来産業の比重はいぜんとし

て大きく，しかもその中で部分的に西洋技術をと

り入れる革新がおこなわれていた10）．在来産業に

10）　在来産業と近代産業の区分については中村［20］

参照．
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おける発明家・企業家の中には専門学歴のないも．

のが多かったし，零細企業が多いので学卒技術者

が雇われることもほとんどなかったのであるが，

高工卒の技術者はある揚繭には自営業者として革

新を実践し，ある揚合には前記のように地方官庁

の指導員や職業学校の教師として，地揚産業であ

る織物。染色業や窯業。醸造業の技術進歩に影響

をあたえたのである．

表5財閥ゲループ別・主要企業技術者数
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1890 1900 1910 1920

三幽幽三井物産

　　　三井鉱山

　　　北炭
　　　日本製鋼所

　　　芝浦製作所

　　　鐘紡
　　　王子製紙

4

1

9

20

（15）

14

7

4

2
4
・
8
5
1
7
7

4
．
7
1
1
6
4
・
2

5．大企業への技術者集中度

計　　　　　　5
（シェア％）　（3．o）

54　　　　284
（6．5）　　　　　（1090）

158

324

71

96

199

100

46

994

（9．6）

　表5は，1＄90～1920の各年度において技術・者を

相対的に多数雇用している企業について，技術者

数の推移を示したものである11）．各企業とも年度

を追って技術者数が増加しており，1920．年におい

ては100名以上を擁している企業は13社に達し

た．これらの会社は，当時における代表的な民間

大企業であった．

　産業別にみると，鉱山会社および三菱・川崎造

船所が終始技術者数では上位にある．これらの企

業は1880年代末に旧工部省の事業が払い下げら

れて成立しており，その際官業時代からの学卒技

術者がそのまま引き継がれた関係で，後輩を継続

的に雇用しやすかったという事情が想像される．

1890～1900年には私鉄各社が技術者数で上位を

占めていたが，国有化後は満鉄がかわって技術者

数では三菱造船所に次ぐ全産業中第2位を占める

ようになった．1920年には，第1次大戦前・戦中

に新設された金属・機械・電機関係の企業，およ

び企業合同の結果成立した大紡績会社がリストの

上位に顔を出している．

　層1900年にリストにあがった27社の技術者合計

が，民間産業技術者の合計に対する比率は47％

である．1920年のリストの39社の揚合は合計の

43％であって，かなり高い集中度を続けているが，

20年前に比べて集中度は低下している．民間産業

における技術者の雇用は，集中よりもむしろ多く

の企業に拡散する方向に変動していると指摘でき

る．

三菱系　鉱業　　　　　15

　　　造船　　　　　10

　　　旭硝子　　　　一

　　　製鉄　　　　　一

　　　製紙　　　　　一

　　　計　　　　　　25
　　　（シェア％）　（15．0）

　31　　　　　76　　　　289

　31　　　　　　121　　　　　　442

　－　　　　　　7　　　　　66

　一　　　　　一　　　　　45

　－　　　　　　8　　　　　39

・　　62　　　　　　212　　　　　　881

（7巳5）　　　　　　（7．5）　　　　　　（8．5）

住友系　鉱業

　　　伸銅所

　　　鋳鋼揚

4 19
0
／
7
F
δ

4
．
　
－

5
Q
／
0

8
5
4

計　　　　　　4
（シェア％）　（2．4）

19

（2．3）

61

（2．1）

184

（1．8）

11）1900年において10人以上の技術者を雇用して
いる社および1920年において30人以上を雇用してい
る社を対象とした．

その他

　日本鉄道

関西鉄道

　山陽鉄道

九州鉄道

満鉄

　日本郵船

大倉組

高田商会

古河合名

藤田組

久原鉱業

　日本石油

神戸製鋼

川崎造船所

石川島造船所

大阪鉄工所

横浜船渠

浅野造船所

東京瓦斯電

　日立製作所

川北電気企業

東京電気

宇治川電気

富士製紙

東洋紡1）

大阪合同紡

大日本紡2＞

富士紡

1
2
6
8

1

1
1
一
4
7
＝
一
4
1
一
一
一
一
一
＝
一
一
ω

1

0
1
Q
／
3

戸
0
1
1
48
8
1
1
3
6
9
一
3
一
8
1
1
1
3
1
0

一
－
＝
⑥
［
ω
5

98

P8

P2

R6

V2

S5

R8

P5

m
5
9
1
3
2
4
1
2
【
3
9
⑳
駈
紛
％
川
園

　
　
　
　
（
　
　
　
（

っ
0
　
　
　
　
　
2
　
　1
　
　
　
∩
6

9
4
8
0
6
6
1
0
0
5
6
9
0
0
2
6
4
0
8
4
8
5
0
3

4
3
4
9
3
9
4
4
4
5
4
8
6
5
8
0
6
9
4
5
3
4
0
4

1
　
　
　
　
　
　

1
　
　1

（注）　1）　（）内は三重紡．　2）　（）内は尼崎紡．
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表6技術者／労働者比率と産業の成長 6．経済成長に対する技術者の貢献

1890　　　　　1900　　　　　1910　　　　　1920

1．鉄道

　E／ゐ

　r／E
　r‘＋10／r‘

2．鉱山

　Eμレ

　r／E
　γ‘＋lo／rε

3．繊維

　E／五

　γμ号

　y‘＋10／r‘

4．化学・窯業

　E／五

　ηE
　7‘＋10／rδ

5．機械

　EIL
　rμヨ
　γ‘＋10／r‘

6．電力

　Eμ～

　rμ罫
　r‘＋1。／r‘

6．64

0．10

7．00

0。79

0．69

2．20

0．30

16．67

1．69

0．48

11．73

1．67

7．33

0．82

3．83

445

0．19

2．24

5。92

0．17

4．29

1．35　　　　　　2．44

0．51　　　　　’0．38

2．16　　　　　1．69

0．32

6．60

1．58

0．36

6。00

1．58

5．65

0．53

2．86

0．26

2．68

1．86

5．69

0．38

4．28

0．18

0．60

1．36

0．56　　　　　　3．46

1D86　　　　　　0．72

1．84

3．15　　　　　　6．46

0．43　　　　　　0．38

4，56

100．　　　　　　34．　　　　　　19．25　　　　　18．32

0．02　　　　　0．12　　　　　　0．09　　　　　　0。29

10．　　　　　　　5の25　　　　　11。71

（注）　E；技術者数（人），五二労働者数（1000人），r；産出高（100万円）．

　経済史・経営史の通説において，日本産業近代

化の中心であったとされる三井・三菱・住友の3

大財閥への技術者の集中度を検討するために，こ

の3グループに属する企業をまとめてリストの筆

頭に掲げた．1890年から1920年に至るまで，こ

れらの3大財閥に属する技術者は民間産業全体の

ほぼ20％で横這いであって，決して高い集中度

とは言えない．三井・三菱両グループの技術者数

はほぼ同数であるのに対し，住友の技術者の増加

は緩慢であって，古河・久原・川崎など2流の財

閥とよばれる企業の技術者数に比べてもむしろ少

ない’くらいであることが注目され．る．三井・三菱

系の企業は個々に同業他社と比較すると早くから

多数の技術者を雇用しており，圧倒的な集中度と

はいえないが，相対的に技術的に高度であったと

判断され，この両グル「プの豊富な技術者のスト

ックが，第1次大戦前後の多角化（三井の造船・

染料事業，三菱の電機・航空機・製鉄等）の潜在

的な要因となったと老えられ，るユ2）．

　以上に見てきたような，技術者数の急速な増加

の経済的効果をどのように考えるべきであろうか．

ここでは政府の現業部門と民間産業との合計のみ

を対象として検討する．一般に産業における技術

者の機能は，2つの面からとらえることができる．

第1は，日常の生産活動において労働者のチーム

を指揮し，あるいは設備の運転に責任をもつとい

う機能で，この場は技術者の数は現在時点におけ

る産出量または生産能力に関係づけられるであろ

う．第2は，新しい製品又は設備を設計し，生産

方法の改良をはかり，外部から導入する新技術を

選択し，新規事業への多角化を準備するといった

機能で，この白話には技術者の数は将来の産出量

あるいは生産の成長速度に関係するとみることが

できる．ここで1‡第1の機能を技術者の静態的機

能，第2の機能を技術者の動態的機能と呼ぶこと

にする．

　日本の工業化初期において増加した技術者は，

第1・第2の機能のいずれを主として果たしてい

たのかを検証するために作成したのが，表6であ

る．ここでは鉄道・鉱山・繊維・化学窯業・機

械・電力の6産業部門について，1890年から1920

年に至る上記の技術者数Eの時系列と，主として

「長期経済統計」による産出高y13）と，主として

梅村推計による労働者数五14）の時系列を対応させ

た．労働者数の1890年以前と1900年以後とは推

定方法が全く異るので連続性に問題があり，産出

高と労働者数も対象事業所の範囲が対応するとい

う保証はないρで，これらの数値と技術者数の統

計を組み合せて算出した諸係数の時系列の数値の

厳密性には問題があるので，さしあたり定性的な

検討を行うことにする．

　表6のE伍は労働者1000人当りの技術者数で，

12）　内田［14］．

13）産出高は篠原［21コpp，144－7および南［22］pp．

174－5による．いずれも1934－36年価格の値．労働者

数は，1890－1900年は中村［23］附表第3軒置よび農商

務続計表［24］から推定し，1910－1920年は梅村［25ユ

付表の値．

14）　内田［14］参照．
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産業の技術者集約度をあらわす指標として用いら

れる．時系別をみると鉱山・繊維・化学窯業とい

う．E伍の絶対値の低い業種では顕著に増加傾向

がみられるが，E伍の値が最初から大きかった鉄

道。機械工業では横這いになっており，捌五が最

高の水準にある電力ではむしろ低下傾向がみられ

る．鉄道・機械工業については，技術者が主とし

て静態的機能を果たしている結果として，技術

者・労働者の両者がともに増加していながら両者

の構成比は一定に保たれ続けているという説明も

可能であるが，他の業種が異った傾向を示してい

ることからこの説明には疑問が持たれる．

　次に耳Eすなわち技術者1人当り産出高（百万

円）をみると，鉄道と電力の時系列がやや増加傾

向を示しているが，他の4業種では逆に減少傾向

がみられる．このうち繊維と化学，窯業はE伍が

最低のグループで，当初は近代技術者を全く雇用

しない在来産業分野の産出の比率が大きく，徐’々

に技術者を雇用する紡績や毛織部門の産出が，増

加したことが7／E低下の主たる原因と考えられ

る．しかし他の4業種にしても，若し技術者が静’

態的機能のみを行っていたとすればηEは一定

または漸増の傾向を示すものと老えられるので，・

現在の生産に必要である以上の技術者が動態的機’

能を果たして雇用されていたという仮説を間接的

に支持するのである．

　そこで｝奄＋10／ylすなわち，当該年次の産出と10

年後の産出との比率を検討する．これは産業の成

長率をあらわす係数である．ここでは，’産業別に

顕著な対照が見られる．すなわち，E伍が10以

上の電力産業が最大の成長率を示し，珂しが3～7

日間にある鉄道，機械の成長率はこれに次いで高

く，E伍が2以下の鉱山・繊維・化学窯業の成長

率が最も低い．産業ごとの時系列においては，互

伍と疏＋エ0／｝7の間には明瞭な相関は鉄道と化学窯

業以外には見られないのであるが，少なくとも産

業別のクロスセクションでは，毎年度において技

術者集約度と産業の成長率は関係があζ．この結

果は，少なくとも対象とした時代においては技術

者の主たる役割は，産業の成長を準備する動態的

機能であったという仮説を支えるものである．

7．技術者数の国際比較
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　欧米よりもおくれて工業化した日本において

1920年までに技術者数が急激に増大していった

のであるが，その増加速度は先進国における技術

者数の増加速度に比べてどうであったか，1920年

において到達した日本の技術者数は同年の先進諸

国の技術者数と比較してどの位ρ水準にあったか

を検討するのが，この節の課題である．そのため

に主要6ヵ国における技術者数の時系列を作成し

て比較したのが図2である．

　図2の基礎とした日本以外の国の技術者数のデ

ータは表7に一覧にしてある．’

　本稿の対象とする1880～1920年の間において，

各国とも技術者数に関する公式の統計は存在して

おらず，根拠とした資料はいずれも間接的あるい

は部分的な統計にもとづいて作成されたものであ

る．表7の英国の時系列は，各種の工学関係協会

員数の合計であって，技術者の協会加入率は不明

であるがこれを技術者数として用いることは過小

評価である．ドイツの時系列の第1は，高等工業

学校（Technische　Hochschule，　TH）在籍者の時系

列から，各年度の累積卒業者を推定したものであ

り，第2の系列は1856年に創立された技術者の

全国団体（Verein　Deutscher　Ingenieure，　VDI）の

会員数であって両者の間には大きな開きがあるが，

これ，はVDIの創立当初は加盟率が少なく漸次加

盟率が上昇してきた傾向を示すものと考えられ，る，

　　　　　表7主要国技術者総数の推計

1860　　1870　　1880　　1890　　1900　　1910　　1920

英国：工学協会員1｝1659　4128　8047150432318936272

ドイツ：

　TH卒業者2）800016000230002100050000

　VD工会員3｝367182139596925152452395223917
フフンス＝

　学校卒業者41　　　5500　700010000140001500018000
米国：学校卒業者5）600　1000　3000　700014000

　　センサス6〕　　　　　　　　　3800077000134000

日本　　　　　　　　　　100　4501500500014000

（注）ユ）Buchanan［15］．2）Manegold［26］pp．320－21のTH在

　学者統計より，過去20年間の卒業者累計を求めた．3）Ludwig［27］

　p．559一，4）Shinn［28］p．219一の工科系学校卒業者で民間産業

　に就職した数より推計．5）［29］p．437；Thurston［30］p．886一

　の表より過去20年間の卒業者累計を求めた．6）Buτeau　ofCensus

　［31］p．141職業を技師と回答した人数．
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フランスおよび米国の第1の’時系列も各種工科関

係学校の卒業者を累計したものであるが，これ以

外に事業所内で養成された技術や移住者があった

ことを考慮するとやや過小評価かも知れない．米

国においては1900年以後の国勢調査による技術

者数が第2の系列として示されているが，これ，は

自己申告による職業区分であるから実際には熟練

工又は技術者の補助的な職務のものも含まれてい

ると考えられ，日本の大学・高工卒の系列と対照

した場合には過大評価であろう．各国において技

術者の社会的定義・範囲はまちまちであり，国に

よって技術者教育制度成立の歴史的事情が異るの

で，厳密な定義による国際的比較は困難であるが，

日本の時系列との整合性をもたせるために，学校

卒業者の統計を基礎として採用し，それのない国

あるいは時点には他の資料の値を修正した趨勢値

を作成したのが，図のデータである．

　図2は半対数目盛で示してあるので，各国の時

系列カーブは本来ロジスティック曲線またはゴン

パーツ曲線のような成長曲線であると考えられ’る．

米国および日本は半対数グラフ上でほとんど直線

を示していて，単純な指数函数であるようにも見

受けられるが，成長曲線の前半の段階であると解

釈される．

　日本に近代技術者の発生した1870年代には，

先進諸国にはすでに二千～1万の技術者が働いて

いた．1920年に日本の技術者総数は1万4000名

に達したが，これはフランスの20年前，米国の

30年前，英国の40年前，ドイツの50年前の水

準に達したにすぎない．しかしながら日・米の技

術者数の成長率は他の3国にくらべてきわだって

大きく，日本の成長率は米国よりもやや大きいこ

とが認められ，る．1880－1920年において最もおく

れて工業化した日本の技術者数の成長が5ヵ国中

最大であったことは，日本の工業化の速度と産業

構造の高度化の速度が大きかったことを説明する

1つの要因となりうるであろう．一方においてド

イツの技術者総数が1910年まで最大であったの

は19世紀末から20世紀初頭にいたる同国の技術

的なリードと一致し，20世紀初頭から米国の技術

者数がつぎつぎにヨーロッパ諸国を抜いていった

のは，同期間において技術進歩の中心がヨーロッ

パから米国に移行した歴史的事実と符合している．

以上のことから，各国の技術者数の時系列の国際

比較は，各国の技術水準の指標あるいは技術進歩

の速度をあらわす指標として用いうる可能性を示

している．

8．結 び

　本稿の主たる目的は従来全く試みられ’ていなか

った工業化期における技術者の数量的データを示

すことであったが，付随して行った若干の検討結

果にもとづいて，経済発展過程の研究において技

術者を対象とすることの意義にふれておきたい．

　技術者は労働力の一部であり，特殊な技能をも

つだ労働力として部分的な労働市揚の中で雇用さ

れている点では専門的熟練工と同じなのであるが，

経済発展の過程からみるときには通常の労働力と

区別して考察の対象となりうる．すなわち労働者

をふくめた生産要素の投入の節約あるいは産出さ

れる財の種類の増加で表わされる技術進歩は，技

術情報の自然的な発生や流入によってもたらされ

隔
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Oct．　1988 技術者の増加・分布と日本の工業化

るのではなく，技術者という人的資源の活用によ

るものであり，技術進歩の大きさは当然に技術者

の雇用量によって規定される．7節でみたように

技術者の雇用は，たんに静態的な生産関数におい

て労働・資本とならぶ投入要素であるばかりでな

く，将来の成長のための投資と同じような動態的

機能をもっている．一般労働者に対して高い技術

者の賃金は企業の成長のためのコストであると同

時に，技術者の養成のための教育費は国民経済成

長のための社会的コストとして公的部門が分担し

てきた．

　7節の検討の結果，技術者数を技術水準又は技

術進歩率の指標として使用しうる可能性が示され

た．近代日本の経済発展過程を，国際的比較の観

点をも入れて検討する場合に，技術者の発生・増

加・分布に関する数量的データは意味を持つもの

であると考える．

　　　　　　　　　　　　　　　　（東京経済大学）
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